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	【措置済み】
	【平成30年度検討・結論・平成31年度上期措置】
	・今後、各府省の取組の進捗状況について、定期的に実績を評価し、不十分な取組や効果が疑わしい取組について、対策の積増しを要請する。また、事業者の負担の軽減状況について、定量的なコスト測定を行う。さらに、「働き方改革」、「生産性向上」の観点から、事業者の要望を踏まえつつ、行政手続コストの削減に取り組む。
	【措置済み】
	【a:措置済み（対応を促す部分は平成30年度以降も継続的に実施）、b:措置済み】
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	【平成30年度検討開始、平成31年度結論】
	【平成30年度検討・結論】
	b:平成30年度検討開始、平成32年度結論、結論に応じて速やかに措置】
	【a:平成30年度検討・結論、結論に応じて速やかに措置、
	【平成30年度措置】
	【a,b:平成30年度検討・結論・措置】
	c:改正法施行後、速やかに措置】
	b:改正法の施行を待たずに、速やかに検討開始、結論を得る、
	【a:速やかに措置、
	施行後５年（平成34年１月）を目途とした見直しまでに結論】
	【平成30年度に検討準備としての論点整理を開始、
	【平成30年度検討・結論】
	【平成30年度検討・結論】
	施行後５年（平成34年１月）を目途とした見直しまでに結論】
	【平成30年度検討準備開始、準備でき次第検討、
	施行後５年（平成34年１月）を目途とした見直しまでに結論】
	【平成30年度検討準備開始、準備でき次第検討、
	【平成30年度検討・結論】
	【平成30年度検討・結論・措置】
	b:改正債権法施行までに検討・結論・措置】
	【a:改正債権法施行までに検討・結論・措置、
	・譲渡制限特約が付された債権を資金調達目的で譲渡しても、契約の解除や損害賠償の原因にはならないこと。
	・改正債権法の趣旨を踏まえ、譲渡制限特約を締結する場合であっても、金融機関等に対する資金調達目的での債権譲渡を禁じない内容とすること。
	d:平成30年度検討開始、改正債権法施行までに結論・措置】
	c:改正債権法施行まで継続的に措置、
	b:平成30年検討・結論、改正債権法施行まで継続的に措置、
	【a:平成30年度検討開始、改正債権法施行までに結論・措置、
	・少なくとも資金調達目的での債権譲渡については、契約の解除や損害賠償の原因とはならないこと。さらに、債権譲渡を行ったことをもって契約解除や取引関係の打切り等を行うことは極めて合理性に乏しく、権利濫用に当たり得ること。
	・譲渡制限特約が付されていても、債権の譲渡の効力は妨げられないこと。
	【改正債権法施行まで継続的に措置】
	【平成30年度検討・結論】
	【平成30年度以降順次検討、平成32年度までに結論、結論を得次第速やかに措置】
	【a:平成30年度上期措置、b:平成30年度検討・結論、結論を得次第速やかに措置】
	【平成30年度措置】
	c:平成31年結論・措置】
	【a:平成30年度結論、b:平成30年度検討開始、平成31年度結論、
	【平成32年結論・措置】
	【平成30年度検討開始、平成31年度結論・措置】
	・ガイドラインについて加工可能なデータ形式でウェブサイトで提供するとともに、Ｑ＆Ａについて検索性を向上させること。
	・特定個人情報の取扱いと個人情報の取扱いの間の共通部分及び差異を示している既存の資料について、より分かりやすくした資料を発信すること。
	【平成30年度検討・結論・措置】
	平成30年度に立法措置の在り方について検討・結論。平成31年度措置】
	【工程の明確化は平成30年度上期措置。
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	【a:平成30年度検討開始、平成31年度結論、
	【平成30年度検討開始、平成31年度結論・措置】
	【平成30年度に事後評価の結果公表。以降、継続的に措置】
	【平成30年度検討・結論、結論を得次第速やかに必要な措置】
	【平成30年度検討・結論、結論を得次第必要に応じて速やかに措置】
	【直ちに検討開始、平成31年度までに調査・論点整理の上、平成32年度結論を目指す】
	適当と考えられる時期までに結論、必要に応じて速やかに措置】
	【直ちに検討開始、電力システム改革の観点から市場創設が
	【平成31年内に実施】
	【a:平成30年度上期速やかに実施、b:平成30年内速やかに実施】
	【平成30年度検討開始し、平成31年度上期に中間取りまとめ】
	著作権制度の在り方についての必要に応じた見直しは平成31年度措置】
	b:平成30年度中に検討開始。検討状況を踏まえ順次実施。
	【a:平成30年度中に検討開始し、平成31年度結論・措置、
	放送制作現場に係る整理・分析・検討は平成31年上期までに結論】
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	【a:平成30年度早期に措置、b:平成30年度中に実施、
	【平成30年度中に設置し、平成31年度中に結論を得る】
	d:平成31年通常国会までに法案提出、e:平成30年度早期に措置】
	【a,b,c,f,g:平成30年度上期以降継続的に実施、
	【平成30年度中に検討・結論】
	【平成30年度中に検討・結論・措置】
	平成31年度中に結論】
	【平成30年度中に検討開始、平成31年央に中間的なとりまとめ、
	【a,b:平成31年度中に措置、c:平成30年度中に検討・一定の結論】
	f:平成30年度中に検討・結論】
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	・各都道府県に設置されている審査委員会の役割と必要性
	・保険者の審査支払機能の代行機関としての支払基金と国保中央会等の最も効率的な在り方
	・審査委員会の三者構成の役割と必要性
	・審査支払機関の法的な位置づけやガバナンス
	　・保険者の審査支払機能の代行機関としての支払基金と国保中央会等の最も効率的な在り方
	　・各都道府県に設置されている審査委員会の役割と必要性
	　・審査委員会の三者構成の役割と必要性
	　・審査支払機関の法的な位置づけやガバナンス
	d:平成30年度検討開始、平成31年度中間報告、平成32年度までに結論】
	【a:平成30年度上期結論・措置、b,c:平成30年度検討・結論、
	【平成30年検討・結論、平成31年措置】
	【平成30年措置】
	・新システムの維持費用は、できる限り効率化を図るとともにセキュリティ対策を強化すること。
	・審査機能を担うモジュールについては、極力、多くのレセプトを効率的・集中的に処理できることが効率化に資するため、地域ごとに設置されている現在の機能を前提にするのではなく、必要な地域差を精査の上最小化し、できるだけ、同一のコンピュータシステムで処理できる範囲を拡大すること。また、最適な情報技術を有効活用し、審査の効率化を推進すること。
	・人が行う作業時間をできる限り削減できるよう、コンピュータシステムはできる限り、利用者にとって見やすく、使いやすいこと。
	・モジュール化の効果を最大限発揮する上で必要な、モジュール相互の連携や、支払基金と医療機関、保険者、外部専門事業者等との連携を円滑にする必要があることから、各種データの形式、付番などを統一化し、それを前提とした相互連携できるデータベースの導入や、そのためのレセプト形式の見直しを行うこと。
	・レセプトの入力ミスなど、支払基金の専門的審査を待たずとも是正し得る箇所については、医療機関が自ら対処し得るよう、支払基金が運用しているコンピュータチェック機能を提供する等の工夫をする。保険者についても、上記の分解された機能単位ごとに、保険者自身で担える機能と、支払基金に業務委託する機能を精査し、前者については、保険者自身が担い得る設計とすること。
	・それぞれのモジュールは、標準的な接続方式（インターフェース）を用いて統合されており、必要に応じ、モジュール単位での改善等を機動的に行えるほか、保険者自身による利用や、外部事業者への委託等が可能な仕組みとすること。
	・支払基金が担う、(ⅰ)レセプトの受付、(ⅱ)受け付けたレセプトの適切な審査プロセスへの振り分け、(ⅲ)審査、(ⅳ)それに基づく支払、などの機能単位に、コンピュータシステムがモジュール化されていること。
	総合試験については平成32年秋までに措置、b:平成32年度までに措置】
	【a:基本設計については平成30年措置、開発については平成31年度までに措置、
	【平成30年検討・結論・措置】
	【措置済み】
	【平成30年度検討・結論・措置】
	【平成30年度検討・結論、平成31年度措置】
	【平成30年度検討】
	【平成30年度検討・結論、平成31年度措置】
	【平成30年度検討・結論、平成31年度措置】
	【平成31年度検討、平成32年度措置】
	【平成30年度検討、平成32年度措置】
	【平成30年度検討、平成31年度結論・措置】
	【平成30年度検討・措置】
	【平成30年度検討・措置】
	【措置済み】
	【措置済み】
	【平成30年度検討・結論、平成31年度上期措置】
	【平成31年度検討・結論】
	【平成30年度検討・結論】
	【平成30年度検討・結論、平成31年度上期措置】
	・医療関係者がより利用しやすくなるように実務上の細かな疑問に対応できるＱ＆Ａ等を作成する。
	・技術の発展やエビデンスの集積状況に応じて、ガイドラインを少なくとも一年に一回以上更新する。
	【平成30年度検討・結論・措置】
	【措置済み】
	【措置済み】
	【措置済み】
	【措置済み】
	・国は、産地市場の統合など、販売力の強化を進める上で必要な場合には、漁協の広域合併を促進する。
	・漁業生産組合の株式会社への組織変更を可能とする仕組みを導入する。
	・信用事業を行う信用漁業協同組合連合会等に対して、全漁連による監査に代えて、公認会計士監査を導入する。
	・漁協の役員の中に販売のプロ等を入れることを法律で明記する。
	・漁協の目的として、漁業者の所得向上を図ることを法律で明記する。
	・全国漁業協同組合連合会（以下「全漁連」という。）は、漁協における団体漁業権や漁場管理に係る業務の適正化を図るための事業を行うことができることとする。
	・団体漁業権に関係する個別漁業者が漁協の構成員の一部である場合には、当該団体漁業権に関係する地区の漁業者からなる地区部会を漁協の中に常設し、そこで漁業権行使規則などを定められるようにする。
	・漁場管理業務に関し、漁協のメンバー以外から費用を徴収する場合は、その使途に関する収支状況を明確化するとともに、情報開示を行うこととする。
	・団体漁業権や漁場管理に係る業務に要する費用の一部を漁業者等から徴収する場合には、漁業権行使規則、漁場管理規程を定め、都道府県の認可を受ける。
	・漁協の事業として、(4)②o及びpの漁場管理業務を行えることとする。
	【早期の関連法案提出を含め、速やかに措置】
	【平成30年度検討・結論、平成31年度措置】
	・拡大する国際市場を見据え、ＨＡＣＣＰ対応型施設の整備や輸出先国に使用が認められた薬剤数の増加など、輸出を促進するための環境を整備する。
	・静穏水域が少ない我が国において養殖適地を拡大するため、大規模静穏水域の確保に必要な事業を重点的に実施する。また、養殖場として、漁港（水域及び陸域）の有効活用を積極的に進める。
	・国際競争力ある養殖を育成するため、実証試験等の支援を拡充する。
	・技術開発については、魚類養殖経営のボトルネックとなる優良種苗・低コスト飼料等に関する技術開発・供給体制の整備を強化する。
	・国内外の需要を見据えて戦略的養殖品目を設定するとともに、生産から販売、輸出に至る総合戦略を立てた上で、養殖業の振興に本格的に取り組む。
	・上記以外の場合は、地域の水産業の発展に資すると総合的に判断される者に付与する。
	・既存の漁業権を受けた者（以下「漁業権者」という。）が、水域を適切かつ有効に活用している場合は、その継続利用を優先する。
	・加えて、都道府県が沿岸漁場の管理の業務を漁協等に委ねることができる制度を創設する。
	・その際、漁業の成長産業化にとって重要な養殖業の規模拡大や新規参入が円滑に行われるようにする観点から、漁業権付与のプロセスを透明化するとともに、漁業権の権利内容の明確化等を図る。
	・養殖・沿岸漁業は限定された水域（漁場）を活用して営む漁業であるため、資源管理を適切に行い、漁業をめぐるトラブルを回避する観点から、今後とも漁業権制度を維持する。
	【早期の関連法案提出を含め、速やかに措置】
	・近海（100海里以内）を操業する中規模（総トン数20トン以上長さ24ｍ未満）の漁船の機関に関する業務の内容について、国土交通省と水産庁が協力して実態を調査し、その結果及び今後の技術の進展に係る調査の結果を踏まえて、安全運航の確保を前提に、必要とされる海技資格の在り方について検討する。
	・船舶職員養成施設の入学要件の見直しによる早期受験資格の取得、e-ラーニング教材の活用拡大などの免許取得方法の多様化、科目合格の有効期間延長等受験機会の拡大により、海技資格の取得を促す環境を整備する。
	h:平成30年度検討開始、結論を得次第速やかに実施】
	【a,b,c,d,e,f,g:早期の関連法案提出を含め、速やかに措置、
	・国内外の需要への対応（輸出の戦略的拡大等）
	・品質・衛生管理の強化（新たな鮮度保持技術の導入、水産加工施設のＨＡＣＣＰ（Hazard Analysis and Critical Control Point）対応等）
	・ＩＣＴ等の活用（取引の電子化、ＡＩ・ＩＣＴを活用した選別・加工技術の導入等）
	・物流の効率化（加工業者との連携による低コスト化、高付加価値化等）
	【早期の関連法案提出を含め、速やかに措置】
	【平成31年度措置】
	・ＩＱの超過に対しては、罰則やＩＱ割当の削減等の抑止効果の高いペナルティを講ずる。
	・逐次漁獲量を集計し、資源管理上必要な場合には、適切なタイミングで採捕停止など各種措置命令を発出する。
	・漁業者に対し、ＴＡＣ対象魚種の全てについて、水揚げ後の速やかな漁獲量報告を義務付ける。その際、ＩＣＴ等を最大限活用し、迅速に報告されるようにする。
	【早期の関連法案提出を含め、速やかに措置】
	・日本の伝統構法の技術を継承していくためにも、建築物の質の確保・向上を担う大工等の人材育成に向けた取組を進める。
	・石場建てや継手・仕口の木組みなど伝統構法に用いられる様々な仕様が建築物の安全性を担保する上で十分であるかどうかについて検証する。実現される安全性の程度が十分であるとの評価が得られた場合には、建築に関する規制制度面で、伝統構法の仕様を採用しやすくなるような環境を整備する。
	【平成30年度検討開始、結論を得次第速やかに措置】
	【平成30年度措置】
	・中規模木造ビルによる需要拡大を加速し、多くの民間事業者等が自らその建築等に関与する動きを拡大するために、国は、中規模木造ビルの考え方に即した建築提案を募り、モデル事業として位置付けてその実現を促進する。
	・都市部等で相当量の木造需要を生み出すことが期待される「中規模木造ビル」を全国で立地させることを目指し、関連する様々な事業者、事業者団体、利用者、行政が連携し、モデルとなる建築物の可視化、そのような建築物に適合した部材の規格や設計方法の整理・普及、都市部の中規模木造ビルを量産し得るようにするためのサプライチェーンを通じた生産システムづくりなどに取り組むための場を立ち上げる。
	【平成30年度措置】
	・地域経済を担う中小の木材製品生産者が、特徴ある多品種少量の木材を、新たな建築用途向けに円滑に出荷できるよう、その条件となる日本農林規格等に関する法律（ＪＡＳ法。昭和25年法律第175号）に基づく認証取得について、ＪＡＳ認証の料金体系や、取得支援体制の在り方、工場単位ではなく木材製品単位で品質を認証する方策の導入などを含めた、幅広い木造建築の利用に資する品質を保証する仕組みの見直しを行う。その際、事業形態の異なる様々な利用者の認証に係る負担の実態把握を行い、利用者の事業形態に即した負担水準となるよう、必要に応じ、その軽減策を講ずる。
	・改正建築基準法の下で整備する基準等については、木材の特性や意匠性を活かした木材の需要を拡大する上で効果的な環境を整備するため、主要構造部に対する防火規制、内装制限等について、建築技術の動向や海外の事例、木材利用の将来のニーズを踏まえ、必要な合理化を進める。
	【平成30年度検討開始、結論を得次第速やかに措置】
	【a:平成30年度検討開始、結論を得次第速やかに措置、b:平成30年度措置】
	【平成30年検討・結論、結論を得次第速やかに措置】
	【平成30年度検討開始、結論を得次第速やかに措置】
	・農地の効率的な利活用を進める観点から、農地を所有できる法人の役員要件・構成員要件の見直しを含め、これまでの改革に関し、実績の把握、効果の検証を進めるとともに、その結果を評価する。その際、これまでリース方式や所有方式で参入した企業の状況等も踏まえる。
	・農地中間管理機構を軸とする農地の集積・集約化の更なる推進、農地の有効利用のための流動化に資する転用期待の抑制に関する取組を引き続き徹底し、その評価を実施する。
	【平成30年度結論、結論を得次第速やかに措置】
	【平成30年度以降、継続的に措置】
	・上記と併せて、農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）に基づき共有持分を有する者の過半の同意を得て農用地利用集積計画により設定される利用権及び農地法に基づき遊休農地に都道府県知事の裁定により設定される利用権の期間を、現行の「５年を超えないもの」から「20年を超えないもの」に延長する。
	・上記の手続によって利用権が設定された場合において、設定に際し不明であった共有者が事後的に現れた場合には、利用権を解約せず、利用権を設定した者から、現れた共有者に対して、賃料の持分相当額から、負担した管理費用を差し引いた金額を支払う。
	・所有者不明の農地について、管理費用（固定資産税、水利費等）を負担している相続人について、あらかじめ明確に定められた方法により探索しても共有者の一部を確知できない場合にも、農業委員会による公示を経て、20年を超えない範囲で農地中間管理機構に利用権を設定することを可能とする新たな制度を設ける。
	【a:措置済み、b:平成30年度検討開始、結論を得次第速やかに措置】
	・施設を設置しようとする際に、設置しようとする者は、あらかじめ農地制度を担う農業委員会に届け出る仕組みを設ける。これにより、設置しようとする者が、農地に設置できる施設か否かを事前に把握し、上記施設用地に係る税制上の扱いについては、新たな法律の施行日以降は、農地と同様の取扱いとなるよう、検討する。
	・コンクリート敷きの農業用ハウスやいわゆる「植物工場」などの農作物の栽培に必要な施設については、農地転用を必要とせず、現況農地に設置できる仕組みを設ける。
	・食品流通構造改革の実現に向け、ＩＣＴの活用等、食品流通構造の改革に取り組む意欲ある事業者を積極的に支援すること。
	・卸売市場の運営に係る実務的ルールの公表等、商慣行等の見直しを促進すること。
	・新たな流通構造の下では、行政の関与は、卸売市場の公正な取引を担保するために設置すべき規律等、法令に基づくものに限ること。
	・食品流通構造が多様化する中にあっても、不公正な取引が把握され是正されるよう、国による調査等を的確に実施すること。
	【a:措置済み、b:平成30年度以降措置】
	※４ 保育等を利用する子供の数に基づいて計算した。このうち、全ての子供が就労を理由に保育認定を受けているわけではないので、あくまで最大値。
	※３ 「補助金」については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第２条第１項における「補助金」としている。なお、雇用関係助成金については、「労務管理」に含まれている。
	※２ 「調査・統計」については、「統計改革の基本方針」により、新たに整備・改善されるものを除いた、既存の統計調査（基幹統計調査、一般統計調査）を対象としており、統計調査以外の調査については、含まれていない。また、同分野の「総手続件数」には、基本計画における調査対象者数を１年当たりに換算した数字（概数）が含まれる（例：調査周期が四半期の調査は「調査対象者数×４」、調査周期が５年の調査は「調査対象者数÷５」）。
	※１ 「削減時間」については、各府省の基本計画において手続ごとに目標設定していない場合は、当該手続の作業時間に削減率20％を乗じて計算した上で分野ごとに積み上げている。
	・国から地方自治体に対してあらゆるルートを通じて事業者の行政手続コストの削減への理解と協力を要請する。あわせて、行政手続の簡素化・オンライン化に積極的に取り組む地方自治体を応援する（各都道府県が、鳥取県における先行的な取組と同様の取組を行った場合には、試算上、約２億時間（約５千億円）のコスト削減が見込まれる。これを目安に地方展開に取り組む。）。
	・横断的な課題として、利用者目線での本人確認手続の簡素化、府省の枠を超えたワンスオンリーの実現、行政手続の完全デジタル化、国の出先機関ごとの独自の運用ルールの撤廃に取り組む。また、「行政への入札・契約に関する手続」を重点分野に新たに追加する。
	・主要な取組について、取組主体と時期を工程表として明記した。
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	b 林業の成長産業化に向け、行政財産である国有林野の一定区域について、国有林野の有する公益的機能を維持しつつ、民間事業者が長期・大ロットの立木の伐採・販売という形で使用収益できる権利を得られるよう、次期通常国会に向けて国有林野関連の所要の法律案を整備する。
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	２． 水産分野
	(1) 今期の重要課題
	(2) 漁業の成長産業化に向けた水産資源管理の実現
	① 新たな資源管理システムの構築
	a 国際水準の資源評価・資源管理を行う前提として、資源評価対象魚種については、原則として有用資源全体をカバーすることを目指す。このため、生産量の多い魚種や資源悪化により早急な対応が必要な魚種を速やかに評価対象とした上で、その他の有用な魚種についても、順次対象に追加する。
	b 調査船調査の拡充、情報収集体制の強化など、調査体制を抜本的に拡充するとともに、人工衛星情報や漁業者の操業時の魚群探知情報などの各種情報を資源量把握のためのビッグデータとして活用する仕組みを整備する。
	c 資源管理目標の設定方式を、再生産を安定させる最低限の資源水準をベースとする方式から、国際的なスタンダードである最大持続生産量（以下「ＭＳＹ」（Maximum Sustainable Yield）という。）の概念をベースとする方式に変更し、ＭＳＹは最新の科学的知見に基づいて設定する。
	d 国全体としての資源管理指針を定めることを法制化する。この指針において、資源評価のできている主要魚種ごとに、順次、回復や維持を目指す資源水準としての「目標管理基準」（ＭＳＹが得られる資源水準）と、乱獲を防止するために資源管理を強化する水準としての「限界管理基準」の二つの基準を設ける。後者の基準を下回った場合には、原則として10年以内に目標管理基準を回復するための資源再建計画を立てて実行する。
	e 目標管理基準を満たす資源水準の維持や段階的回復を図るため、毎年度の漁獲可能量（以下「ＴＡＣ」（Total Allowable Catch）という。）を設定する。ＴＡＣ対象魚種は、漁業種類別及び海区別に準備が整ったものから順次拡大し、早期に漁獲量ベースで８割をＴＡＣの対象とする。
	f 漁業許可の対象漁業については、ＴＡＣ対象とした魚種の全てについて、準備が整ったものから順次、個別割当（以下「ＩＱ」（Individual Quota）という。）を導入する。ＩＱの導入に当たっての割当は、国が、漁業許可を受けた者を対象に、これまでの実績等も考慮して、漁船別に、ＴＡＣに占めるＩＱの割合（％）を割り当てる方式とし、ＩＱの数量は、毎年度、その年度のＴＡＣに基づいて確定するものとする。資源管理に対応しつつ規模拡大や新規参入を促すため、漁船の譲渡等と併せたＩＱの割合の移転を可能とする。
	g ＩＱの円滑な導入及び資源の合理的な活用を図るため、ＩＱの割当を受けた漁業者相互間で、国の許可の下に、特定魚種についてのＩＱ数量を年度内に限って融通できることとする。
	h ＩＱだけでは資源管理の実効性を十分に確保できない場合は、操業期間や体長制限等の資源管理措置を適切に組み合わせる。
	i 上記の資源管理を着実に実施するため、
	j 海区漁業調整委員会については、適切な資源管理等を行うため、委員の選出方法を見直すとともに、資源管理や漁業経営に精通した有識者、漁業者を中心とする柔軟な委員構成とする。
	k 新たな資源管理措置への円滑な移行を進めるために、減船や休漁措置などに対する支援を行う。
	l 新たな資源管理システムの下で、適切な資源管理等に取り組む漁業者の経営安定を図るためのセーフティネットとして、漁業収入安定対策の機能強化を図るとともに、法制化を図る。

	② 栽培漁業の在り方の見直し
	a 従来から実施してきた栽培漁業に関する事業については、資源造成効果を検証し、資源造成の目的を達成したものや効果の認められないものは実施しないこととする。
	b 資源造成効果が高い手法や対象魚種については、今後とも事業を実施するが、その際、国は、広域魚種を対象として必要な技術開発や実証を行うなど、都道府県と適切に役割を分担する。また、広域回遊魚種等については、複数の都道府県が共同で種苗放流等を実施する取組を促進する。


	(3) 漁業者の所得向上に資する流通構造の改革
	a マーケットインの発想に基づき、以下の取組等を強力に進める。
	b 漁業者の所得向上に資するとともに、消費者ニーズに応えた水産物の供給を進めるため、産地市場の統合・重点化を推進し、そのために必要な漁港機能の再編や集約化、水揚漁港の重点化を進める。また、消費地にも産地サイドの流通拠点の確保等を進める。
	c 資源管理の徹底、ＩＵＵ（Illegal Unreported Unregulated：違法・無報告・無規制）漁業の撲滅、輸出促進の観点から、トレーサビリティの出発点である漁獲証明に係る法制度の整備を進め、必要度の高いものから順次対象とするとともに、ＩＣＴ等を最大限活用したトレーサビリティの取組を推進する。
	d 漁業生産コストの引下げを図るため、国内外における漁業生産資材の供給状況に関する調査を行うとともに、最先端の技術の導入や漁船、漁網等の主要資材の調達先、調達方法等の見直し等を進める。

	(4) 漁業の成長産業化と漁業者の所得向上に向けた担い手の確保や投資の充実のための環境整備
	① 生産性の向上に資する漁業許可制度等の見直し
	a ＴＡＣ対象魚種など主要資源の管理を適切に進めていく観点から、現行の漁業許可の４区分を大臣許可漁業と知事許可漁業の２区分に整理するとともに、試験開発操業の一層の活用等により、新たな漁法等の導入を促す。
	b ＩＱ導入等の条件が整った漁業種類については、インプット・コントロール等に関する規制を抜本的に見直し、トン数制限など漁船の大型化を阻害する規制を撤廃する。なお、ＩＱだけではカバーできない資源管理上の規制（操業区域、操業期間、体長制限など）は、必要に応じ活用する。
	c 漁船の譲渡等に際しては、承継者に許可を行い、同時にＩＱも移転することとする。
	d 漁業許可を受けた者には、資源管理の状況・生産データ等の報告を義務付ける。
	e 資源管理を適切に行い、かつ生産性の高い漁業者が遠洋・沖合漁業を担う漁業構造にしていくため、資源管理を適切に行わない漁業者や生産性が著しく低い漁業者に対しては、改善勧告、許可の取消しを行う。
	f 大臣許可漁業に関し、許可を受けた漁業者の廃業などの場合に、随時、新規許可（それぞれ期限を設定）を行う制度とし、一斉更新制度（一定の時期に全ての許可の期限を終了させ、新たに許可を出す制度）は廃止する。
	g 漁獲報告の迅速化と、報告内容の正確性の向上を図るため、漁獲報告の電子化・ＶＭＳ（Vessel Monitoring System）の備付けを義務化する。
	h 海技士制度について、以下の検討を進める。

	② 養殖・沿岸漁業の発展に資する海水面利用制度の見直し
	a 養殖・沿岸漁業に係る制度については、以下の考え方に基づき再構築する。
	b 漁業権付与の前提となる漁場計画については、都道府県は、従来と同様、原則として５年又は10年ごとに、海区漁業調整委員会の意見を聴いて、海区ごとに漁業権（定置漁業権、区画漁業権及び共同漁業権の３種類）の区域等を盛り込んだ「漁場計画」を策定し、公表する。また、必要に応じ、随時改定を行う。
	c 漁場計画の策定に当たって、都道府県は、当該海区の資源管理を適切に行いつつ、当該海区の海面を最大限に活用できるように留意し、可能な場合は、養殖のための新区画の設定を積極的に推進する。
	d 沖合等に養殖のための新たな区画を設定することが適当と考えられる場合は、国が都道府県に対し、新たな区画を設定するよう指示等を行う。
	e 都道府県は、漁場計画の策定に当たって、新規参入希望者を始め関係者の要望を幅広く聴取するとともに、その要望に関する検討結果を公表することとし、こうした手続を法定する。
	f 漁業権の種類は、従来と同様、定置漁業権、区画漁業権、共同漁業権とする。
	g 定置漁業権及び区画漁業権は、個別漁業者に対して付与する。区画漁業権については、当該区画を利用する多数の個別漁業者が、その個別漁業者で構成する団体に付与することを要望する場合には、漁業者団体（漁協）に付与する。
	h 共同漁業権は、一定の水面を共同で利用する多数の漁業者で構成する漁業者団体（漁協）に付与する。
	i 個別漁業者に付与する漁業権（個別漁業権）は、当該漁業者の経営展開等に必要な範囲で、都道府県の関与の下で、抵当権の設定等を可能とする。
	j 漁業者団体に付与する漁業権（団体漁業権）については、漁業者団体がそのメンバーたる個別漁業者間の漁場利用に係る内部調整（費用の徴収等を含む。）を漁業権行使規則に基づいて行う。漁業権行使規則はメンバー以外には及ばない。
	k 団体漁業権に関係する個別漁業者が当該団体の構成員の一部である場合には、当該団体漁業権に関係する地区の漁業者からなる地区部会を当該団体の中に常設し、当該地区部会が漁業権行使規則を制定し運用する。
	l 団体漁業権を付与された漁業者団体は、定期的に、当該団体漁業権に関係する漁業の生産力の維持発展に向け、協業化、法人化等の方策を含めた計画を策定するものとする。
	m 都道府県が漁業権を付与する際の優先順位の法定制は廃止し、これに代えて、都道府県が付与する際の考慮事項として以下の事項を法定する。
	n 漁業権者は、漁業権の活用状況、資源管理の状況、生産データ等を都道府県に報告する。都道府県は、既存の漁業権者が水域を適切かつ有効に活用していない場合には、改善指導、勧告、さらには漁業権の取消しを行う。
	o 沿岸水域の良好な漁場の維持と漁業生産力の維持・向上のための漁場管理を都道府県の責務として法定する。その上で、都道府県は、漁場管理の業務を適切な管理能力のある漁協等にルールを定めて委ねることができる制度を創設する。
	p 漁場管理の業務を委ねられた者は、そのルールの範囲内で、業務の実施方法等を定めた漁場管理規程を策定し、都道府県の認可を受けるものとし、業務の実施状況を都道府県に報告する。業務に関し漁協等のメンバー以外から費用を徴収する必要がある場合は、漁場管理規程には、漁場管理に要する費用の使途、負担の積算根拠を明示することとし、毎年度その使途に関する収支状況を公表するものとする。
	q 養殖業発展のための環境整備として、以下の措置を講ずる。

	③ 魚類の防疫に関する事項
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